　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和７年度　集落営農経営発展支援研修会開催要領
１　趣　旨

　　県内では、農業者の高齢化により営農の継続や継承が困難な地域を中心として、多くの集落営農

組織が設立され、地域の実情に応じて多様な営農活動を展開している。

　　また、地域計画の策定により、地域農業の担い手として、次世代に農地を引き継ぐ集落営農組織の役割と必要性は一層高まっている。

しかしながら、構成員の高齢化等により組織の維持に不安を抱えた組織や、経営管理の効率化等に課題のある組織も多いため、既存組織の経営改善や法人化、組織の再編・統合等を支援するための集落営農組織関係者や行政担当者等を対象として、研修会を開催する。
２　主　催

　　長野県農業再生協議会(担い手・農地部会)

　【構成機関：長野県、(一社)長野県農業会議、長野県農業協同組合中央会、長野県信用農業協同組合連合会、　　　　　　　

　　全国農業協同組合連合会長野県本部、長野県土地改良事業団体連合会、(公財)長野県農業開発公社、
　　(公社)長野県農業担い手育成基金、㈱日本政策金融公庫長野支店、長野県農業共済組合、

長野県農業経営者協会】

３　日　時

　　令和7年11月25日（火）　午後1時30分～4時

４　会　場

ZOOMによるWEB開催(JA長野県ﾋﾞﾙ13階会議室から配信：長野市南長野北石堂町1177-3）
５　内　容

（１）集落営農組織の課題及び補助事業について
　　　　長野県農政部農村振興課　　技師　畔上　智寛　氏（13:40～13:55）

　　　

（２）次世代に引継ぐことができる集落営農組織とは（13:55～14:45）
（株）田切農産代表取締役  紫芝　勉 氏（飯島町）
　
・・・・・・休　憩（14:45～14:55）・・・・・・・・
（３）地域住民による過疎地域の存続と地域活性化の取組（14:55～15:40）
農事組合法人　山室　代表理事　大塚　治男　氏（伊那市）
　　　

（４）集落営農組合の法人化について（15:40～15:55）
長野県農政部農業技術課　副主任専門技術員　相田　みさき 氏　
　　　
６　参集者

集落営農組織の役員、市町村、ＪＡ、地域(市町村)農業再生協議会、市町村営農支援センター、

県農業農村支援センター担当者　等

７　出席者報告

　　別紙「出席者報告書」により、長野県農業再生協議会(担い手・農地部会)事務局に電子メール又はＦ
ＡＸで令和7年11月19日(水)までに報告してください。
　＊出席報告の様式はホームページにもアップしてありますのでご利用ください。
８　事務局
　　長野県農業再生協議会　担い手・農地部会　  担当者：事務局長　砂場　洋次
〒380-0826　　長野市大字南長野北石堂町1177－3　JA長野県ビル11F

電話：026-225-9642、ＦＡＸ：026-219-2953、E-mail：24ninaite＠nca.or.jp
別紙様式

令和７年度集落営農経営発展支援研修会出席者報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年　　月　　日

長野県農業再生協議会　担い手・農地部会　あて

（E-mail： 24ninaite＠nca.or.jp）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告機関・団体名　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和７年11月25日(火)に開催される研修会に下記の者が出席します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
	組織・団体・機関名
	役職名
	氏　　　名
	E-mail（情報送信先）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


＊WEB同時接続数に限りがあるので、原則同一組織、同一庁舎等の場合はできるだけ１回線で参加するようお願いします。URL等のWEB情報は後日お送りします。
